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下級裁判所裁判官指名諮問委員会（第４０回）議事要旨

（下級裁判所裁判官指名諮問委員会庶務）

１ 日時

平成２１年１２月１日（火）１０：００～１８：１０

２ 場所

最高裁判所中会議室

３ 出席者

（委 員）池上政幸，出田孝一，伊藤眞，井堀利宏，奥田昌道（委員長），富越和厚，

中田裕康，夏樹静子，平木典子，堀野紀，明賀英樹（敬称略）

（庶 務）戸倉総務局長，菅野審議官，氏本総務局第一課長

（説明者）大谷人事局長，門田人事局任用課長

４ 議題

（１）協議

・ 平成２２年上半期の判事補から判事への任命候補者及び判事の再任候補者につ

いて

・ 平成２２年４月期の弁護士任官候補者について

（２）その他

（３）次回の予定について

５ 議事

（１）協議

庶務から，前回の委員会以後の経過として，平成２１年９月の新任判事補候補

者についての最高裁判所における審議結果並びに平成２２年上半期の判事補から

判事への任命候補者及び判事の再任候補者１９０人のうち，１人が願いを撤回し

たことが報告された。
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また，高松地域委員会から，４月に異動した裁判官指名候補者については，現

任庁に対応する検察庁，弁護士会には情報が少ないため，前任庁に対応する庁会

にも照会すべきではないかとの意見が提出されたことが報告された。この意見の

内容は，第３２回委員会で協議し，特段の対応をしないとされた意見と同様のも

のであるが，情報収集のあり方に関する問題であり，前回当委員会で委員から指

摘のあった点と同一の問題でもあることから，平成２２年下半期の再任候補者等

に関する情報収集のあり方について協議する予定の平成２２年２月の当委員会の

際に必要に応じて，協議することとされた。

・ 平成２２年上半期の判事補から判事への任命候補者及び判事の再任候補者につ

いて

庶務から，９月８日の当委員会の結果を受け，各地域委員会に対し，指名候補

者について情報収集を行い，その結果を取りまとめて送付するように依頼したこ

と，各地域委員会では，当委員会からの依頼に基づき，情報収集及びその取りま

とめが行われ，その結果が送付されたことが報告された。また，報告された情報

が大部になったことから，予定どおり１１月２４日に作業部会が開催され，９月

の委員会において重点審議者とされた者等についての検討及び重点審議者として

追加すべき者の有無についての検討が行われたことも併せて報告された。さらに，

地域委員会における情報収集に関し，地域委員会から送付された情報の中には，

依然として，弁護士会経由で地域委員会に情報が送付されている例が多く見られ

ること，各地域委員会では，段階式アンケート方式のものは送付しないものの，

弁護士会経由の情報であっても，具体的事実が指摘され，情報提供者の氏名が明

示されているものについては，情報の適格性の最終判断は当委員会に委ねること

として，これを当委員会に送付していること，このように，地域委員会から当委

員会に提供された情報には，その収集や提供の方法等について問題があるものも

含まれているが，作業部会においては，これまでと同様，顕名により，具体的な

根拠事実を記載して提供された情報については，一律に排除することなく，個別

に適格性を判断することとし，検討の対象に含めて作業がされていることが説明
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された。

庶務からの報告を受けて，弁護士からの情報については，今後も，弁護士会経

由ではなく，地域委員会に直接提供されるよう，弁護士会に対し働きかけていく

必要があるが，本日の委員会においても，作業部会と同様に，顕名で具体的事実

を指摘するものについては，一律に排除することはせず，個別にその適格性を判

断することとして審議を行うこととされた。

作業部会長である伊藤委員から，作業部会において，９月の委員会において重

点審議者とされた者に追加して重点審議者とすべき者について報告され，審議の

結果，重点審議者に追加することとされた。

続いて，作業部会長である伊藤委員から，作業部会の検討結果について報告が

なされ，その結果を踏まえて，指名候補者１８９人について，判事に任命される

べき者として指名することの適否について審議の結果，１８６人については指名

することが適当であると，３人については指名することは適当でないと最高裁判

所に答申することとされた。

・ 平成２２年４月期の弁護士任官候補者について

庶務から，９月８日の当委員会の結果を受け，関係する地域委員会に情報収集

の依頼をしたこと，当該地域委員会では，当委員会での依頼に基づき情報収集及

びその取りまとめが行われ，その結果が送付されたことが報告された。

作業部会における検討結果を踏まえ，指名候補者３人について，地域委員会が

収集した情報及び最高裁判所から提供された資料に基づき，裁判官に任命される

べき者として指名することの適否について審議され，審議の結果，１人について

は裁判官として指名することが適当であると，２人については裁判官として指名

することは適当でないと最高裁判所に答申することとされた。

（２）その他

庶務から，日本弁護士連合会発行の「自由と正義」２００９年１０月号２２ペ

ージ以下掲載の「下級裁判所裁判官指名諮問委員会制度の現状と今後の展望」と

題する論稿の中に「不適とされた事由の類型化」という見出しの下に，「不適と
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された事例を分析，検討した結果，不適とされた事由について緩やかではあるが，

以下のとおり類型化が見られることが判明した。」との記載があり，これに引き

続き，具体的な類型化の試みがされていることから，委員会庶務として，日本弁

護士連合会に対して，あたかも当委員会の審議内容や資料を入手して分析したか

のような誤解を与えかねない記載ぶりになっており，裁判官任官新任（再任）候

補者や弁護士任官候補者に対し，不要な誤解や憂慮を抱かせるおそれがあり，ひ

いては委員会の信用を損ないかねないとして，問題ではないかと申し入れたとこ

ろ，日本弁護士連合会から「当該記述は，事件処理能力等に関する一般的な指針

や弁護士からの情報等を下に，総合的，合理的に推測・評価したうえ分類したも

のであり，それにつき指名諮問委員会委員の守秘義務違反はない。今後とも，守

秘義務違反への懸念が生じないよう，また裁判官に対する誤ったメッセージとな

らないよう，配慮する。」との回答を受けたことが報告された。委員長より，こ

のようなことが起こると守秘義務違反の疑いが生じ，委員会の信頼が失墜しかね

ず，またその記載ぶりに照らしても，委員会の審議内容自体について誤解を与え

かねないため，本件については誠に遺憾であること，守秘義務違反はないとして

も当委員会委員として，守秘義務の遵守が，当委員会の審議に対する指名候補者，

情報提供者その他の関係者の信頼を確保する上で決定的に重要であることに思い

をいたし，この点について疑義が生じることのないよう自重，自戒しなければな

らないことを改めて確認したいとの発言があり，委員一同これを了承した。

（３）次回の予定について

次回の委員会は，平成２１年１２月１８日（金）午前１０時から開催され，平

成２２年１月の新任判事補候補者について審議することとなった。

以 上


